１　賃金の動き
（規模5人以上の事業所）

（１）平成23年の1人平均月間現金給与総額は、調査産業計で286,760円、前年比2.3％減となった。現金給与総額のうち、きまって支給する給与は242,471円で、前年比1.9％減となり、所定内給与は226,221円で、前年比2.2％減となった。

（２）調査産業計の特別に支払われた給与は44,289円であった。

（３）実質賃金をみると、現金給与総額は、調査産業計で前年比1.3％減、きまって支給する給与は前年比1.0％減となった。

[image: image1.emf]第１－１表　常用労働者１人平均月間現金給与額（規模5人以上）

 現金給与総額

きまって支給する給与

超過労働

給与

給与額 対前年比 給与額 対前年比 給与額 対前年比 給与額 給与額

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

調 査 産 業 計 286,760 △ 2.3 242,471 △ 1.9 226,221 △ 2.2 16,250 44,289

建 設 業 320,305 △ 3.8 290,503 △ 0.7 267,084 △ 3.1 23,419 29,802

製 造 業 303,853 0.5 255,510 0.1 234,085 0.7 21,425 48,343

電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 590,680 5.2 445,442 4.7 373,801 3.9 71,641 145,238

情 報 通 信 業 433,825 △ 3.5 343,997 △ 1.7 313,712 △ 1.4 30,285 89,828

運輸業,郵便業 266,826 △ 2.3 250,282 0.2 225,488 △ 0.4 24,794 16,544

卸売業・小売業 204,117 △ 4.0 178,349 △ 6.5 172,213 △ 6.7 6,136 25,768

金融業・保険業 392,562 △ 4.6 312,459 0.5 298,294 △ 0.7 14,165 80,103

不動産業,物品賃貸業 267,180 32.3 229,717 25.1 209,633 24.1 20,084 37,463

学術研究,専門・技術

サ ー ビ ス 業 359,846 △ 3.5 297,846 △ 2.3 275,840 △ 2.9 22,006 62,000

宿泊業,飲食サービス業 129,645 6.5 124,174 5.4 113,473 4.6 10,701 5,471

生活関連サービス業,

娯 楽 業 143,792 △ 11.8 136,179 △ 13.6 129,986 △ 14.5 6,193 7,613

教育，学習支援業 402,495 △ 8.4 317,306 △ 6.4 314,211 △ 6.2 3,095 85,189

医 療 , 福 祉 327,466 △ 3.8 264,348 △ 3.8 247,681 △ 3.7 16,667 63,118

複合サービス事業 413,785 △ 2.9 324,961 △ 4.6 317,510 △ 5.1 7,451 88,824

サービス業（他に分類さ

れないもの） 235,499 △ 6.8 206,140 △ 3.9 193,907 △ 3.1 12,233 29,359

対前年比は、指数により算出している。

区　分

特別に支払

われた給与

所定内給与
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円 ％ ％ 円 ％ 円 ％ ％ 円 ％

 平成19年 314,596 106.7△ 2.1 105.7△ 2.2 319,533 105.2 △ 2.3 261,486 105.3△ 1.0 104.4△ 1.1 263,026 102.5 △ 1.4

 　　20年

303,126 101.9△ 4.5 99.2△ 6.1 317,080 104.0 △ 1.2 254,244 101.5△ 3.6 98.8△ 5.4 262,720 102.0 △ 0.5

 　　21年

293,284 99.9△ 1.9 98.3△ 0.9 288,295 95.2 △ 8.5 245,499 99.2△ 2.3 97.6△ 1.2 247,274 96.6 △ 5.3

 　　22年

293,479 100.0 0.1 100.0 1.7 302,972 100.0 5.1 247,253 100.0 0.9 100.0 2.5 255,652 100.0 3.5

 　　23年

286,760 97.8△ 2.3 98.7△ 1.3 303,853 100.6 0.5 242,471 98.1△ 1.9 99.0△ 1.0 255,510 100.1 0.1

対前年比は、端数処理前の指数で計算されている。

区分

現金給与総額 きまって支給する給与

調査産業計 調査産業計



第１－２表　調査産業計および製造業における賃金の状況（規模5人以上）

（指数：平成22年＝100）

※実質 ※実質

製造業 製造業


（規模30人以上の事業所）
（１）平成23年の１人平均月間現金給与総額は、調査産業計で336,365円、前年比1.1％減となった。現金給与総額のうち、きまって支給する給与は275,387円で、前年比0.9％減となり、所定内給与は253,163円で、前年比1.0％減となった。

（２）調査産業計の特別に支払われた給与は60,978円であった。

（３）実質賃金をみると、現金給与総額は、調査産業計で前年比0.2％減、きまって支給する給与は前年と同水準となった。

[image: image3.emf]第２－１表　常用労働者１人平均月間現金給与額（規模30人以上）

 現金給与総額

きまって支給する給与

超過労働

給与

給与額 対前年比 給与額 対前年比 給与額 対前年比 給与額 給与額

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

調 査 産 業 計 336,365 △ 1.1 275,387 △ 0.9 253,163 △ 1.0 22,224 60,978

建 設 業 376,698 0.2 326,548 0.2 301,466 △ 0.2 25,082 50,150

製 造 業 339,394 0.5 276,768 0.2 248,273 0.3 28,495 62,626

電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 607,004 2.6 457,439 2.3 379,696 2.3 77,743 149,565

情 報 通 信 業 500,527 △ 8.1 383,888 △ 7.7 343,677 △ 8.0 40,211 116,639

運輸業,郵便業 269,517 △ 1.4 245,519 △ 0.3 217,885 △ 2.6 27,634 23,998

卸売業・小売業 211,844 3.7 183,193 3.9 177,114 3.2 6,079 28,651

金融業・保険業 425,812 △ 6.6 340,855 △ 2.2 325,321 △ 3.2 15,534 84,957

不動産業,物品賃貸業 272,264 0.4 230,380 △ 4.8 193,345 △ 6.1 37,035 41,884

学術研究,専門・技術

サ ー ビ ス 業 477,927 △ 5.0 378,601 △ 4.6 343,845 △ 4.5 34,756 99,326

宿泊業,飲食サービス業 137,289 0.2 131,234 0.2 125,814 0.2 5,420 6,055

生活関連サービス業,

娯 楽 業 203,030 △ 0.6 189,069 △ 3.1 181,261 △ 2.6 7,808 13,961

教育，学習支援業 479,431 △ 1.5 367,211 △ 0.5 362,787 △ 0.2 4,424 112,220

医 療 , 福 祉 383,394 △ 2.6 306,433 △ 3.0 283,233 △ 3.1 23,200 76,961

複合サービス事業 460,367 △ 8.4 355,376 △ 6.4 347,404 △ 6.6 7,972 104,991

サービス業（他に分類さ

れないもの） 245,838 △ 7.6 209,658 △ 6.7 192,630 △ 6.2 17,028 36,180

対前年比は、指数により算出している。

区　分

特別に支払

われた給与

所定内給与


[image: image4.emf]第２－２表　調査産業計および製造業における賃金の状況（規模30人以上）

（指数：平成22年＝100）

製造業 製造業

※実質 ※実質

金額 指数

対前

年比

指数

対前

年比

金額 指数

対前

年比

金額 指数

対前

年比

指数

対前

年比

金額 指数

対前

年比

円 ％ ％ 円 ％ 円 ％ ％ 円 ％

 平成19年 355,254 105.9 0.5 105.0 0.4 351,340 103.7 △ 1.2 286,522 104.4 1.4 103.5 1.3 279,672 100.8 △ 0.5

 　　20年

356,705 105.9 0.1 103.1△ 1.8 350,184 102.9 △ 0.9 288,551 104.8 0.4 102.0△ 1.4 280,010 100.6 △ 0.2

 　　21年

338,677 100.8△ 4.8 99.2△ 3.8 316,471 93.7 △ 8.9 277,384 101.0△ 3.7 99.4△ 2.5 265,052 95.8 △ 4.8

 　　22年

338,200 100.0△ 0.8 100.0 0.8 337,795 100.0 6.7 276,342 100.0△ 0.9 100.0 0.6 276,406 100.0 4.4

 　　23年

336,365 98.9△ 1.1 99.8△ 0.2 339,394 100.5 0.5 275,387 99.1△ 0.9 100.0 0.0 276,768 100.2 0.2

対前年比は、端数処理前の指数で計算されている。

区分

きまって支給する給与

調査産業計



調査産業計

現金給与総額


２　労働時間と出勤日数の動き

（規模5人以上の事業所）

（１）平成23年の１人平均月間総実労働時間は、調査産業計で151.0時間、前年比1.9％減となった。

（２）調査産業計の所定外労働時間は8.6時間で、前年比2.0％増となった。製造業では11.1時間で、前年比5.1％減となった。

（３）調査産業計の出勤日数は、19.8日で、前年差0.2日減となった。
[image: image5.emf]第３－１表　常用労働者１人平均月間総実労働時間・出勤日数（規模5人以上）

総実労働時間

対前年比 対前年比 対前年比 対前年差

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計 151.0 △ 1.9 142.4 △ 2.1 8.6 2.0 19.8 △ 0.2

建 設 業 178.5 5.0 166.1 3.9 12.4 24.4 21.4 0.5

製 造 業 162.2 △ 1.4 151.1 △ 1.1 11.1 △ 5.1 20.1 △ 0.2

電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 163.4 0.0 143.4 △ 0.6 20.0 4.3 19.0 △ 0.3

情 報 通 信 業 169.8 △ 1.2 151.0 0.1 18.8 △ 15.4 20.5 △ 0.2

運輸業,郵便業 161.5 △ 0.1 146.9 △ 0.3 14.6 0.2 20.2 0.0

卸売業・小売業 139.8 △ 8.9 135.0 △ 9.5 4.8 13.7 20.2 △ 0.7

金融業・保険業 146.0 △ 2.4 139.0 △ 5.4 7.0 84.8 19.0 △ 0.6

不動産業,物品賃貸業 152.8 5.7 139.7 6.1 13.1 2.9 19.6 0.5

学術研究,専門・技術

サ ー ビ ス 業 151.8 △ 1.9 141.1 △ 2.3 10.7 3.7 19.3 △ 0.5

宿泊業,飲食サービス業 121.0 7.2 114.1 7.3 6.9 9.0 17.9 △ 0.7

生活関連サービス業,

娯 楽 業 122.2 △ 15.0 118.5 △ 15.5 3.7 2.9 18.1 △ 1.8

教育，学習支援業 143.0 4.2 135.7 4.7 7.3 △ 11.8 18.6 0.3

医 療 , 福 祉 147.7 △ 3.6 142.9 △ 3.4 4.8 △ 10.2 19.6 △ 0.6

複合サービス事業 153.9 △ 0.9 150.1 △ 1.2 3.8 21.0 19.8 △ 0.4

サービス業（他に分類さ

れないもの） 150.4 0.3 141.7 0.6 8.7 △ 2.3 19.5 △ 0.1

対前年比は、指数により算出している。

区　分

所定外労働時間 所定内労働時間

出勤日数


[image: image6.emf]第３－２表　調査産業計および製造業における労働時間の動き（規模5人以上）

（指数：平成22年＝100）

労働時間 指数

対前

年比

労働時間 指数

対前

年比

労働時間 指数

対前

年比

労働時間 指数

対前

年比

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 時間 ％

 平成19年 157.5 101.7 △ 1.6 168.8 102.3 △ 1.0 10.6 119.7 △ 8.3 13.9 114.4 △ 5.5

 　　20年

156.5 100.5 △ 1.2 165.2 100.7 △ 1.6 9.2 102.1 △ 14.6 11.9 103.9 △ 9.2

 　　21年

152.5 98.8 △ 1.6 155.5 94.0 △ 6.6 7.8 89.7 △ 12.2 8.6 69.8 △ 32.8

 　　22年

154.2 100.0 1.3 164.9 100.0 6.4 8.6 100.0 11.5 12.0 100.0 43.2

 　　23年

151.0 98.2 △ 1.9 162.2 98.6 △ 1.4 8.6 101.9 2.0 11.1 94.9 △ 5.1

対前年比は、端数処理前の指数で計算されている。

調査産業計 製造業 調査産業計 製造業

区分

所定外労働時間 総実労働時間


（規模30人以上の事業所）

（１）平成23年の１人平均月間総実労働時間は、調査産業計で155.8時間、前年比0.8％減となった。

（２）調査産業計の所定外労働時間は10.7時間で、前年比1.2％増となった。製造業では13.8時間で、前年比0.9％増となった。

（３）調査産業計の出勤日数は、19.8日で、前年差0.2日減となった。
[image: image7.emf]第４－１表　常用労働者１人平均月間総実労働時間・出勤日数（規模30人以上）

総実労働時間

対前年比 対前年比 対前年比 対前年差

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計 155.8 △ 0.8 145.1 △ 1.0 10.7 1.2 19.8 △ 0.2

建 設 業 171.0 △ 1.4 157.9 △ 2.5 13.1 10.5 20.6 △ 0.3

製 造 業 165.0 △ 0.7 151.2 △ 0.8 13.8 0.9 20.0 △ 0.2

電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 163.4 △ 0.3 141.8 0.0 21.6 △ 2.2 19.0 △ 0.2

情 報 通 信 業 169.1 0.2 145.4 2.8 23.7 △ 19.2 20.3 0.1

運輸業,郵便業 161.2 3.7 144.2 1.9 17.0 15.0 19.9 △ 0.2

卸売業・小売業 145.0 △ 1.6 140.8 △ 2.8 4.2 36.1 20.9 0.1

金融業・保険業 149.5 3.5 143.2 0.2 6.3 79.5 19.3 △ 0.1

不動産業,物品賃貸業 159.4 △ 3.0 134.3 0.3 25.1 △ 38.0 19.6 △ 0.1

学術研究,専門・技術

サ ー ビ ス 業 152.1 1.5 138.5 1.8 13.6 △ 1.4 18.8 △ 0.1

宿泊業,飲食サービス業 115.7 △ 5.3 112.4 △ 5.5 3.3 2.0 18.3 △ 1.0

生活関連サービス業,

娯 楽 業 160.3 △ 3.1 155.1 △ 2.3 5.2 △ 26.5 21.3 △ 0.4

教育，学習支援業 144.2 1.6 133.7 3.7 10.5 △ 36.9 18.1 0.0

医 療 , 福 祉 153.5 △ 1.8 147.2 △ 1.7 6.3 △ 4.5 19.8 △ 0.5

複合サービス事業 149.2 0.6 145.3 0.2 3.9 10.6 19.5 0.1

サービス業（他に分類さ

れないもの） 150.3 △ 2.4 139.8 △ 1.8 10.5 △ 9.0 19.3 0.1

対前年比は、指数により算出している。

区　分

出勤日数

所定内労働時間 所定外労働時間


[image: image8.emf]第４－２表　調査産業計および製造業における労働時間の動き（規模30人以上）

（指数：平成22年＝100）

労働時間 指数

対前

年比

労働時間 指数

対前

年比

労働時間 指数

対前

年比

労働時間 指数

対前

年比

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 時間 ％

 平成19年 160.9 101.8 △ 1.4 169.4 101.4 △ 0.5 12.3 113.6 △ 10.9 14.9 106.9 △ 2.8

 　　20年

160.2 100.7 △ 1.1 166.5 100.6 △ 0.8 11.4 106.3 △ 6.5 13.3 102.3 △ 4.3

 　　21年

153.8 97.7 △ 3.0 159.3 95.1 △ 5.5 9.6 89.0 △ 16.3 10.3 72.0 △ 29.7

 　　22年

157.3 100.0 2.4 166.8 100.0 5.2 10.7 100.0 12.3 14.0 100.0 38.8

 　　23年

155.8 99.2 △ 0.8 165.0 99.3 △ 0.7 10.7 101.2 1.2 13.8 101.0 0.9

対前年比は、端数処理前の指数で計算されている。

区分

総実労働時間 所定外労働時間

調査産業計 製造業 調査産業計 製造業


３　雇用の動き
（規模5人以上の事業所）
（１）平成23年平均常用労働者数は、調査産業計で293,646人、前年比0.9％増となった。製造業では71,663人で、前年比2.1%増となった。

（２）調査産業計のパートタイム労働者は78,226人で、常用労働者に占める割合は26.6％となり、前年差2.7ﾎﾟｲﾝﾄ増となった。

（３）調査産業計の入職率は1.78％で前年差0.13ﾎﾟｲﾝﾄ増となった。また、離職率は1.62％で前年差0.02ﾎﾟｲﾝﾄ増となった。
[image: image9.emf]第５－１表　雇用および労働異動（規模5人以上）

常用労働者数

パートタイム労働者数

対前年比

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ

労働者比率

対前年差 対前年差 対前年差

人 ％ 人 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

調 査 産 業 計 293,646 0.9 78,226 26.6 2.7 1.78 0.13 1.62 0.02

建 設 業 20,894 △ 3.9 700 3.4 △ 0.1 1.41 0.67 1.29 0.45

製 造 業 71,663 2.1 8,107 11.3 △ 0.1 1.06 △ 0.10 0.92 △ 0.13

電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 4,604 1.9 58 1.3 0.1 0.72 △ 0.05 0.50 △ 0.19

情 報 通 信 業 4,498 △ 2.3 85 1.9 0.1 1.12 0.44 0.74 △ 0.52

運輸業,郵便業 19,172 △ 1.4 6,778 35.4 8.0 1.10 △ 0.24 1.31 0.12

卸売業・小売業 50,710 1.3 26,345 52.0 11.2 1.57 0.42 1.52 0.56

金融業・保険業 7,972 1.1 723 9.1 0.1 1.67 △ 0.16 1.64 △ 0.05

不動産業,物品賃貸業 2,084 2.5 719 34.4 △ 15.1 3.14 △ 1.58 3.79 △ 0.25

学術研究,専門・技術

サ ー ビ ス 業 6,004 △ 2.5 764 12.7 4.9 0.92 △ 0.19 1.36 0.32

宿泊業,飲食サービス業 19,815 △ 3.5 13,087 65.9 △ 4.4 4.15 △ 0.16 3.58 △ 1.67

生活関連サービス業,

娯 楽 業 8,327 1.1 4,896 58.7 23.5 4.97 △ 0.20 4.44 △ 0.56

教育，学習支援業 17,656 △ 0.7 4,011 22.7 0.9 2.14 0.21 2.54 1.01

医 療 , 福 祉 40,294 5.2 8,228 20.4 1.3 1.82 0.12 1.35 0.02

複合サービス事業 5,478 1.6 393 7.2 0.0 1.32 △ 0.44 1.12 △ 0.76

サービス業（他に分類さ

れないもの） 14,475 3.2 3,332 23.0 △ 4.0 2.94 1.34 2.10 0.23

対前年比は、指数により算出している。

区　分

入職率 離職率


[image: image10.emf]第５－２表　調査産業計および製造業における雇用の動き（規模5人以上）

（指数：平成22年＝100）

常用労働者 指数

対前

年比

常用労働者 指数

対前

年比

人 ％ 人 ％

 平成19年 291,186 98.2 △ 2.4 80,620 107.1 △ 2.0

 　　20年

295,015 98.2 0.0 81,322 104.5 △ 2.3

 　　21年

288,430 99.2 1.0 70,127 100.1 △ 4.2

 　　22年

290,946 100.0 0.8 70,083 100.0 △ 0.1

 　　23年

293,646 100.9 0.9 71,663 102.2 2.1

対前年比は、端数処理前の指数で計算されている。

製造業

区分

調査産業計


（規模30人以上の事業所）
（１）平成23年平均常用労働者数は、調査産業計で158,127人、前年比1.6％増となった。製造業では49,407人で、前年比0.5％増となった。

（２）調査産業計のパートタイム労働者は33,601人で、常用労働者に占める割合は21.3％となり、前年差0.7ﾎﾟｲﾝﾄ増となった。

（３）調査産業計の入職率は1.37％で前年と同水準となった。また、離職率は1.29％で前年差0.03ﾎﾟｲﾝﾄ減となった。
[image: image11.emf]第６－１表　雇用および労働異動（規模30人以上）

常用労働者数

パートタイム労働者数

対前年比

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ

労働者比率

対前年差 対前年差 対前年差

人 ％ 人 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ

調 査 産 業 計 158,127 1.6 33,601 21.3 0.7 1.37 0.00 1.29 0.03

建 設 業 5,855 △ 1.1 178 3.0 0.6 1.00 △ 0.07 1.64 0.57

製 造 業 49,407 0.5 3,636 7.4 0.4 1.01 0.09 0.97 △ 0.03

電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 4,018 3.1 56 1.4 0.0 0.69 0.19 0.36 △ 0.04

情 報 通 信 業 3,232 1.0 85 2.6 0.0 0.50 △ 0.15 0.39 △ 0.20

運輸業,郵便業 12,045 △ 1.0 4,695 39.0 △ 0.6 0.88 0.02 0.81 △ 0.30

卸売業・小売業 20,340 2.1 11,489 56.5 0.2 1.36 0.16 1.32 0.19

金融業・保険業 3,752 3.9 440 11.7 0.7 1.61 0.06 1.50 0.18

不動産業,物品賃貸業 508 △ 7.1 183 36.0 5.5 1.71 0.21 2.23 0.10

学術研究,専門・技術

サ ー ビ ス 業 2,690 0.4 178 6.6 △ 0.8 1.61 △ 0.13 1.63 0.03

宿泊業,飲食サービス業 5,221 2.1 3,335 63.9 4.9 2.60 △ 0.01 2.50 △ 0.03

生活関連サービス業,

娯 楽 業 3,153 1.5 1,283 40.7 1.5 2.70 △ 1.93 2.64 △ 1.33

教育，学習支援業 9,114 0.4 1,772 19.4 0.3 1.71 △ 0.26 1.84 0.39

医 療 , 福 祉 26,622 5.4 3,735 14.0 0.6 1.74 △ 0.07 1.34 0.02

複合サービス事業 3,069 3.6 234 7.6 0.1 1.60 0.16 1.12 △ 0.39

サービス業（他に分類さ

れないもの） 9,100 1.1 2,303 25.3 3.0 2.10 0.09 2.07 0.32

対前年比は、指数により算出している。

区　分

入職率 離職率


[image: image12.emf]第６－２表　調査産業計および製造業における雇用の動き（規模30人以上）

（指数：平成22年＝100）

常用労働者 指数

対前

年比

常用労働者 指数

対前

年比

人 ％ 人 ％

 平成19年 155,280 97.2 △ 0.7 55,798 105.5 △ 0.7

 　　20年

156,719 98.7 1.6 55,521 103.5 △ 1.9

 　　21年

154,714 99.3 0.6 49,201 100.0 △ 3.4

 　　22年

155,690 100.0 0.7 49,184 100.0 0.0

 　　23年

158,127 101.5 1.6 49,407 100.5 0.5

対前年比は、端数処理前の指数で計算されている。

区分

製造業 調査産業計


４ 参考（全国平均との比較）
[image: image13.emf]第７表　常用労働者１人平均月間現金給与額の状況（規模5人以上）

区　分

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

調 査 産 業 計 286,760 △ 2.3 316,792 △ 0.2 242,471 △ 1.9 262,373 △ 0.3

建 設 業 320,305 △ 3.8 377,194 1.1 290,503 △ 0.7 324,213 0.3

製 造 業 303,853 0.5 368,340 1.6 255,510 0.1 297,440 0.6

電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 590,680 5.2 579,966 0.0 445,442 4.7 449,577 0.7

情 報 通 信 業 433,825 △ 3.5 479,184 1.5 343,997 △ 1.7 379,546 1.1

運輸業,郵便業 266,826 △ 2.3 332,539 △ 0.5 250,282 0.2 285,706 0.0

卸売業・小売業 204,117 △ 4.0 262,413 △ 1.1 178,349 △ 6.5 220,468 △ 1.3

金融業・保険業 392,562 △ 4.6 473,836 △ 0.9 312,459 0.5 364,421 △ 0.4

不動産業,物品賃貸業 267,180 32.3 342,685 △ 4.8 229,717 25.1 279,832 △ 5.0

学術研究,専門・技術

サ ー ビ ス 業 359,846 △ 3.5 444,989 0.0 297,846 △ 2.3 360,195 △ 0.6

宿泊業,飲食サービス業 129,645 6.5 128,652 0.7 124,174 5.4 121,905 0.8

生活関連サービス業,

娯 楽 業 143,792 △ 11.8 204,629 0.0 136,179 △ 13.6 186,610 0.6

教育，学習支援業 402,495 △ 8.4 384,467 △ 2.4 317,306 △ 6.4 300,087 △ 2.6

医 療 , 福 祉 327,466 △ 3.8 297,627 △ 0.1 264,348 △ 3.8 249,647 0.0

複合サービス事業 413,785 △ 2.9 423,787 △ 1.6 324,961 △ 4.6 333,313 1.9

サービス業（他に分類さ

れないもの） 235,499 △ 6.8 270,497 △ 0.6 206,140 △ 3.9 232,967 △ 0.8

現金給与総額 きまって支給する給与

福井県平均 全国平均 福井県平均 全国平均
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第１図 産業別現金給与総額の比較（規模5人以上）

福井県平均

全国平均

（円）
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第２図 現金給与総額の全国平均との比較

（調査産業計・規模5人以上）

指数（福井県） 指数（全国）

対前年比（福井県） 対前年比（全国）


[image: image16.emf]第８表　常用労働者1人平均月間実労働時間の状況（規模5人以上）

区　分

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 時間 ％

調 査 産 業 計 151.0 △ 1.9 145.6 △ 0.4 8.6 2.0 10.0 0.0

建 設 業 178.5 5.0 170.2 △ 0.3 12.4 24.4 12.2 △ 0.2

製 造 業 162.2 △ 1.4 161.0 △ 0.3 11.1 △ 5.1 14.0 0.8

電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 163.4 0.0 159.1 0.6 20.0 4.3 15.9 9.7

情 報 通 信 業 169.8 △ 1.2 161.2 △ 0.2 18.8 △ 15.4 16.7 0.1

運輸業,郵便業 161.5 △ 0.1 174.8 0.2 14.6 0.2 24.0 2.6

卸売業・小売業 139.8 △ 8.9 137.6 △ 0.8 4.8 13.7 6.4 2.6

金融業・保険業 146.0 △ 2.4 151.7 0.0 7.0 84.8 11.8 △ 0.7

不動産業,物品賃貸業 152.8 5.7 150.9 △ 2.1 13.1 2.9 9.4 △ 8.7

学術研究,専門・技術

サ ー ビ ス 業 151.8 △ 1.9 156.2 △ 0.8 10.7 3.7 12.2 △ 0.8

宿泊業,飲食サービス業 121.0 7.2 106.7 △ 0.2 6.9 9.0 4.6 0.0

生活関連サービス業,

娯 楽 業 122.2 △ 15.0 140.0 0.9 3.7 2.9 6.2 △ 3.1

教育，学習支援業 143.0 4.2 126.9 △ 0.4 7.3 △ 11.8 6.5 △ 2.0

医 療 , 福 祉 147.7 △ 3.6 136.9 △ 0.2 4.8 △ 10.2 5.3 △ 1.4

複合サービス事業 153.9 △ 0.9 150.9 △ 0.8 3.8 21.0 7.7 1.4

サービス業（他に分類さ

れないもの） 150.4 0.3 146.5 △ 0.7 8.7 △ 2.3 11.3 △ 3.4

総実労働時間 所定外労働時間

福井県平均 全国平均 福井県平均 全国平均
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第３図 産業別総実労働時間の比較（規模5人以上）

福井県平均

全国平均
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第４図 総実労働時間の全国平均との比較

（調査産業計・規模5人以上）

指数（福井県） 指数（全国）

対前年比（福井県） 対前年比（全国）


[image: image19.emf]第９表　雇用の状況（規模5人以上）

区　分 福井県 全国 福井県 全国

比率 比率

人 千人 人 千人 人 ％ 千人 ％

調 査 産 業 計 293,646 44,432 215,420 31,907 78,226 26.6 12,525 28.2

建 設 業 20,894 2,555 20,194 2,432 700 3.4 123 4.8

製 造 業 71,663 8,256 63,556 7,126 8,107 11.3 1,130 13.7

電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 4,604 275 4,546 267 58 1.3 8 2.9

情 報 通 信 業 4,498 1,424 4,413 1,346 85 1.9 78 5.5

運輸業,郵便業 19,172 2,642 12,394 2,238 6,778 35.4 404 15.3

卸売業・小売業 50,710 8,567 24,365 4,895 26,345 52.0 3,672 42.9

金融業・保険業 7,972 1,421 7,249 1,261 723 9.1 160 11.3

不動産業,物品賃貸業 2,084 670 1,365 506 719 34.4 163 24.3

学術研究,専門・技術

サ ー ビ ス 業 6,004 1,226 5,240 1,102 764 12.7 124 10.1

宿泊業,飲食サービス業 19,815 3,720 6,728 1,006 13,087 65.9 2,714 73.0

生活関連サービス業,

娯 楽 業 8,327 1,584 3,431 882 4,896 58.7 702 44.3

教育，学習支援業 17,656 2,838 13,645 2,042 4,011 22.7 796 28.0

医 療 , 福 祉 40,294 5,535 32,066 3,963 8,228 20.4 1,572 28.4

複合サービス事業 5,478 682 5,085 605 393 7.2 77 11.3

サービス業（他に分類さ

れないもの） 14,475 3,013 11,143 2,212 3,332 23.0 801 26.6

一般労働者 常用労働者数 パートタイム労働者

福井県 全国
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第５図 パートタイム労働者比率の比較（規模5人以上）
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第６図 県内の産業別常用労働者構成比率（規模5人以上）

常用労働者数

293,646人
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第７図 全国の産業別常用労働者構成比率（規模5人以上）
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